
今後の国民経済計算の検討について 

平成 20 年８月 15 日 

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 

 

統計法関係 93ＳＮＡの改定・基準改定関係  

基本計画 作成基準 作成方法 93SNA 改定への対応 基準改定・推計方法見直し・その他 

20 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○各ＷＧの報告書
（８月） 

○基本計画部会の
中間取りまとめ
（10 月ごろ） 

○統計委員会の基
本 計 画 の 答 申
（12 月ごろ） 

○基本計画の閣議
決定（３月まで）

○国民経済計算部会における
作成基準のたたき台の方向
性の検討（８月） 

○たたき台の委員等ヒアリン
グ（８月～９月） 

○内閣総理大臣から統計委員
会への作成基準の諮問（９
月ごろ）（Ｐ） 

○作成基準の国民経済計算部
会の審議（２回） 

○勘定体系・新分野専門委員
会の審議（数回） 
→統計委員会や部会への随
時の報告 

○統計委員会の作成基準の答
申（12 月ごろ）（Ｐ） 

 
※諮問・答申手続については

統計法全面施行前であるこ
とから法令上の整理が必要

○作成方法の通知内容
の決定（概ね現状す
でに公表しているも
のを想定）（年度末ま
で） 

○必要に応じ意見聴取 

○AEG 提言の 44 項目別に、現
状の推計方法の整理、導入時
期等の検討（３月まで） 

  その際、必要に応じ分野ご
とに有識者からの助言 

 
○関係資料の国民経済計算部
会委員等への配布・報告（随
時）・必要に応じ個別説明等

 

○課題の整理（政府諸機関分類、FISIM など） 
 
○必要に応じ専門委員会を開催 
 主な課題（第１回部会資料より抜粋） 
 ＜生産・支出専門委員会＞ 
・速報と確報の乖離縮小 

 ・平成 23 年経済センサスへの対応（結果
の利用、工業統計の実施時期の変更等）
（平成 22 年度まで） 

 ・サービス産業動向調査への対応（公表は
平成 21 年度から） 

 ＜財政・金融専門委員会＞ 
・政府諸機関の分類 

 ・ＦＩＳＩＭの本体系への導入（いずれも
平成 17 年基準改定までに整理） 

 ＜ストック専門委員会＞ 
・「民間投資・除却調査」の活用（平成 17
年基準改定までに整理） 

・無形固定資産の推計（93SNA 改定に関係） 
 

21 年度 
以降 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○（国民経済計算
に関する）基本
計画に定められ
た事項の検討・
実施 

 
○必要に応じ国民

経済計算部会等
での報告等 

○作成基準の決定・公示（統
計法施行日） 

 
○作成基準の見直しのための

研究・見直しの検討（必要
に応じ） 

 
○必要に応じ国民経済計算部

会等での報告等 

○作成方法の総務大臣
への通知（４月ごろ）

 
○総務大臣から作成方
法の統計委員会諮
問・答申（総務大臣
が作成方法に意見す
る場合） 

 
 
 

○導入の可否・推計方法等の検
討。 
必要に応じ国民経済計算

部会等での報告・検討 
  各項目別に検討結果をと
りまとめ（平成 21 年度まで）

○平成 17 年基準改定への対応（平成 22 年秋
に公表予定） 

 
○引き続き必要に応じ専門委員会を開催 
 
※平成 22 年産業連関表の概念検討（平成 22

～23 年度）（このときまでに 93SNA 改定に
対する考え方の整理） 

 
 
 

 

資料１ 

○総務大臣による統計法の施行状況の統計委員会への報告（毎年度）
○統計委員会の統計法の施行状況に関する意見具申 


